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平成27年２月16日 

各 位 

 

会 社 名 株 式 会 社 ト ー エ ル

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  中 田 み ち

（コード : 3361 東証第一部） 

問合せ先 専 務 取 締 役  山 中 正 幸

（TEL 045－592－7777） 

 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 27 年２月 16 日開催の取締役会において、平成 27 年５月１日を効力発生日として、当社

の連結子会社である南アルプスウォーター株式会社を吸収合併することを決議いたしましたので、下記の

とおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開

示しております。 

 

記 
 

１．合併の目的 

 南アルプスウォーター株式会社は、当社グループのウォーター事業におけるピュアウォーター安定供給

の体制強化を目的に、現在稼働しているアルプスウォーター株式会社大町工場（以下「大町工場」とい

う。）に続く第２の生産拠点とすべく設立し、稼働準備を進めておりました。 

一方、全国からのハワイ産ピュアウォーターへの需要の高まりに応えるため米国ハワイ州に当社グルー

プ独自の生産工場を建設し、平成26年５月より日本への輸出を開始しております。 

これにより、国内及び海外におけるピュアウォーター生産体制が整ったこと、また大町工場における水

源供給余力が今後も十分見込めることから、国内の生産拠点をこれまで通り大町工場に集約し、更なる収

益性向上と市場競争力の強化を図るため、当該子会社を吸収合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

   合併決議取締役会      平成27年２月16日（両社） 

   合併契約締結日        平成27年２月16日 

   実施予定日（効力発生日）  平成27年５月１日（予定） 

   （注）本合併は、当社においては会社法第796条第３項に定める簡易合併であり、南アルプス 

ウォーター株式会社においては会社法第 784 条第１項に定める略式合併であるため、いずれ

も合併契約承認株主総会を開催いたしません。 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、南アルプスウォーター株式会社は解散いたします。 
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（３）合併に係る割当ての内容 

当社は、南アルプスウォーター株式会社の全株式を保有しており、合併による新株式の発行及び 

   資本金の増加並びに合併交付金の支払いはありません。 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

    該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要（平成26年10月31日現在） 

 存続会社 消滅会社 

（１）商号 株式会社トーエル 南アルプスウォーター株式会社 

（２）本店所在地 神奈川県横浜市港北区高田西 

一丁目５番21号 

神奈川県横浜市港北区高田西 

一丁目５番21号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中田 みち 代表取締役社長 中村 健二 

（４）事業内容 LP ガス及び LP ガス関連器具販

売、ハワイウォーター及び国産

ピュアウォーター販売等 

国産ピュアウォーターの製造 

（５）資本金 767百万円 50百万円 

（６）設立年月日 昭和38年５月22日 平成20年７月１日 

（７）発行済株式数 20,415,040株 500株 

（８）決算期 ４月30日 ４月30日 

（９）大株主及び持株比率 株式会社ＭＯＮＹ   8.58％ 

株式会社ミナックス  7.00％ 

中田 みち      5.96％ 

稲永 修       4.66％ 

敷地 みか      4.40％ 

株式会社トーエル    100％ 

直前事業年度の財政状況及び経営成績 

 平成26年４月期（連結） 平成26年４月期（単体） 

純資産 12,041,683千円 41,936千円

総資産 22,709,680千円 43,907千円

１株当たり純資産 590円 10銭 83,872円 10銭

売上高 26,991,366千円 0千円

営業利益 1,553,626千円 △985千円

経常利益 1,587,639千円 △985千円

当期純利益 946,250千円 9,985千円

１株当たり当期純利益 46円37銭 19,971円 00銭

 

４．合併後の状況 

   本合併による当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はあ 

  りません。 

 

５．今後の見通し 

   本合併は、当社の100％出資の連結子会社との合併であるため、連結業績への影響はありません。 

 

以 上 


